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本研究では，腐食した鋼橋における取替または補強部材として開発したハイブリッド FRP 引抜成形山形

材の圧縮耐荷力特性を明らかにすることを目的として，対象山形材の圧縮耐荷力実験および圧縮耐荷力解

析を実施し，弱軸回りまたは強軸回り回転自由の境界条件のもと，対象山形材の局部座屈および全体座屈

性状を把握し，圧縮耐荷力の基礎データを取得した．全体座屈が支配する長柱領域において，強軸回り回

転自由の条件では，強軸回りの曲げとねじれが連成する曲げねじれ座屈モードとなり，弱軸回り回転自由

の条件では，弱軸回り曲げの全体座屈となった．短柱領域では，どちらの境界条件でも局部座屈が圧縮強

度を支配した．それらの結果から，対象山形材の耐荷力曲線は，局部座屈強度と弱軸回りの全体座屈強度

をもとに作成できる可能性が明らかとなった． 
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1. はじめに 
 

(1) 背景 

 FRP（Fiber Reinforced Polymer）は，軽量性や耐食性に

非常に優れた材料であり，その軽量性から比強度・比剛

性も高く，さらに施工性にも優れている構造材料であ

る 1)．1940 年代に軍事的な研究が進められ，その後，船

舶，航空，住宅水回り製品など，さまざまな分野で適用

が進められてきた．土木構造物への適用は，少し遅れて，

1960年代に水門扉への適用が確認され，1980年ごろにコ

ンクリートの補強筋への利用が始まり，1990年代に橋梁

の主部材への適用が見られる．日本では，国内の全 FRP

出荷量のうち約 16%が建設資材の用途となっている 2)． 

 土木構造物の適用例で多く見られるコンクリート構造

物・鋼構造物の補修補強 3)では，部材の引張側に FRPを

接着する事例が多いが，歩道橋 4)や水門扉 5)などの構造

部材としてFRPを適用する場合は，FRP部材が引張だけ

でなく，曲げ，せん断，圧縮，ねじりなどの荷重に抵抗

する必要がある．本論文では，FRP 部材の圧縮強度に着

目する． 

 鋼材の標準断面である形鋼では，鋼材の降伏までに局

部座屈が生じないような断面となっており，短柱領域で

は降伏が，長柱領域では全体座屈が圧縮耐荷力の支配的

要因となる．しかし，FRP は材料の圧縮強度までほぼ線

形弾性挙動を示すため，引抜成形材など市場で入手でき

るFRP部材の場合，短柱領域において局部座屈が支配的

となり 6),7)，設計において鋼材の耐荷力曲線を流用する

ことはできず，FRP部材の耐荷力曲線が必要となる． 

 FRP部材の局部座屈については，文献8)～10)などの研

究があり，文献 6)では，それらの研究成果をふまえ，局

部座屈と全体座屈の連成を考慮した耐荷力曲線も提案さ

れている．しかし，耐荷力曲線の基礎データとなる実験
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データは，鋼材の実験データと比較して，未だ少ないの

が現状である． 

 

(2) 研究目的および方法 

 著者らは，腐食した鋼橋の補修補強における取替部材

または補強部材として，ハイブリッドFRP引抜成形材の

開発を 2015 年より行ってきた 11)～13)．本論文では，開発

したハイブリッドFRP引抜成形山形材を対象とし，その

圧縮耐荷力特性を明らかにすることを目的とする．FRP

山形材の圧縮耐荷力実験および有限要素法による圧縮耐

荷力解析を実施し，部材設計で利用可能な耐荷力曲線を

規定するための基礎データを取得する． 

 

 

2. 対象とするFRP山形材 
 

 本研究で対象とするFRP山形材の断面寸法を図-1に示

す．対象部材は，同一断面の製品の量産に適した成形法

である引抜成形法により成形されている．また，本材料

はハイブリッドFRPであり，部材軸方向を0°方向，部材

軸直角方向を 90°方向と定義した場合に，0°方向には炭

素繊維を，90°および±45°方向にはガラス繊維を使用し

ている．炭素繊維は 400g/m2の一方向シートを，ガラス

繊維は 150g/m2の一方向シートを用いており，使用する

樹脂はビニルエステルである．また，本ハイブリッド

FRP の繊維含有率は 56.6%であった．材料の比重は 1.70

で，鋼材の約 22%である． 

 本ハイブリッドFRPの引張，圧縮，曲げ，面内せん断，

層間せん断に関する材料試験結果 13)を表-1に示す． 

 

 

3. 圧縮耐荷力実験 
 
(1) 実験方法 

 2.で記載したハイブリッド FRP山形材を実験供試体と

して，圧縮耐荷力実験を実施した．圧縮耐荷力実験には，

愛知工業大学の長柱試験機（最大荷重 3000kN）を用い

た．図-2に示すように，実験供試体の両端には一軸ヒン

ジを設けており，強軸または弱軸回りのみ回転を許容す

図-1 山形材断面寸法（単位：mm） 
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表-1 材料試験結果 

試験方向 
弾性率 強度 

試験法 平均 
(GPa) 

変動 
係数 

平均
(MPa) 

変動 
係数 

軸方向 
引張 

181.9 0.0357 1326 0.0392 土木学会規準
JSCE-E531-2007

軸方向 
圧縮 

160.0 0.0447 467.0 0.0186 JIS K 7018 

曲げ 180.2 0.0069 740.2 0.0200 JIS K 7017 

面内 
せん断 

6.299 0.0184 112.7 0.0716 ASTM D 7078 

層間 
せん断 

4.453 0.0609 33.86 0.0256 JIS K 7057 

図-2 圧縮耐荷力実験の様子 
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図-3 供試体の支持方法 
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る境界条件を設けた．中立軸と回転軸を合わせるため，

一軸ヒンジに中立軸を調整する治具を取り付け，供試体

は治具に固定し，一軸ヒンジを床と固定した（図-3 参

照）．この治具は側面のボルトの長さを調整することに

より，供試体の中立軸位置を一軸ヒンジの回転軸上に合

わせることができる．中立軸調整治具の諸元は付録に示

す．中立軸調整治具を 90 度回転させることで，強軸ま

たは弱軸回りのみ回転を許容する境界条件を実現した．

中立軸の位置および治具の回転角度は目視での確認を行

った．柱部材全体の耐荷力を得る目的では，支持条件を

ユニバーサルジョイントとすることが考えられるが，本

研究では，強軸回りおよび弱軸回りの部材性能を評価す

ることを目的としたため，支持条件をユニバーサルジョ

イントととはしていない． 

 実験は，変位制御にて行い，座屈後，終局に至るまで

載荷を行った．静的載荷となるようゆっくりと載荷した

が，マニュアル操作での載荷であったため，載荷速度は

一定ではなかった． 

 計測は，軸方向の変位（上下の一軸ヒンジのピン間で

1 箇所計測）と荷重，供試体の有効座屈長 L（ヒンジ間

長さ）の 1/2点と 1/4点（以後 L/2と L/4とする）におけ

るひずみの値，さらに水平面内変位を計測するために

L/2点と L/4点における直角 2方向水平変位を計測した．

本論文では，荷重と軸方向変位を中心に報告する．また，

各供試体の初期変形については計測を行っていない． 

 
(2) 実験供試体 

 圧縮耐荷力実験で使用する供試体の長さ（𝐿ᇱ）として，

弱軸回りの回転を許容した境界条件用の供試体には 1m，

2m，4m，強軸回りの回転を許容した境界条件用の供試

体には2m，3m，4mを設定し，供試体数は，各条件につ

き 2 体ずつで，計 12 体とした．なお，供試体を試験機

に設置した際の有効座屈長 𝐿 は，表-2に示すように一軸

ヒンジを有する治具を含めるため，𝐿ᇱより270mm長くな

る．表-2には，供試体名および各供試体の断面寸法の計

測結果（長さ方向 3箇所計測の平均）も示す．D1と D2

は，各供試体の長さ方向でのばらつきは小さかったが，

D1とD2の間で 1mm程度差がある供試体も存在した． 

 

(3) 実験結果および考察 

 図-4 に実験終了時の供試体の様子の例（C-1 および F-

1），図-5 に実験で得られた荷重－軸方向変位関係を示

す．図-5の荷重－変位関係では，階段状の推移が見られ

るが，すべての供試体で見られた現象であった．この原

因は，油圧ジャッキの油圧制御が安定していなかったこ

と，軸方向変位の計測に容量の大きい巻込型変位計を用

いたので感度が低いことが原因と考えられる．また，表

-3に実験で得られた最大荷重𝑃୫ୟ୶，最大荷重を断面積で

除した最大荷重時の平均応力𝜎୫ୟ୶（以降，圧縮強度と

記す），実験後に確認された破壊断面のおおよその高さ

方向位置を示し，図-6に実験後の供試体の写真を示す．  

図-4 実験終了時の供試体変形の例 

(a) C-1 (b) F-1

表-2 供試体の実測寸法 

 𝐿ᇱ 
(mm) 

供試

体名 
D1 

(mm) 
D2 

(mm) 
T1 

(mm) 
T2 

(mm)
𝐿

(mm)

弱軸 

1,000 
A-1 100.02 98.45 14.70 14.50 1,270

A-2 99.45 100.28 14.68 14.62 1,270

2,000 
B-1 97.40 98.27 14.13 14.38 2,270

B-2 100.32 99.10 14.17 14.38 2,270

4,000 
C-1 99.55 100.48 14.58 14.52 4,270

C-2 99.53 99.70 14.60 14.32 4,270

強軸 

2,000 
D-1 98.98 99.80 14.05 14.25 2,270

D-2 100.05 98.52 14.60 14.35 2,270

3,000 
E-1 99.52 100.62 14.63 14.57 3,270

E-2 99.38 99.50 14.28 14.27 3,270

4,000 
F-1 97.87 99.22 14.55 14.55 4,270

F-2 100.27 99.05 14.62 14.40 4,270

 

注1) D1，D2，T1，T2は右図の通り 

注2) 𝐿ᇱ：供試体長，𝐿：有効座屈長 
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表-3 実験結果のまとめ 

 供試 
体名 

𝐿 
(mm) 

細長比
𝑃୫ୟ୶ 
(kN) 

𝜎୫ୟ୶ 
(MPa) 

破壊 
位置 

弱軸 

A-1 1,270 65.6 695 259 治具の中

A-2 1,270 65.2 386 143 なし 

B-1 2,270 119 425 164 3L/4 

B-2 2,270 117 324 123 L/2 

C-1 4,270 219 142 52.6 L/2 

C-2 4,270 220 137 51.1 L/2 

強軸 

D-1 2,270 60.1 331 127 L/4 

D-2 2,270 60.2 396 148 L/3 

E-1 3,270 86.1 232 85.5 なし 

E-2 3,270 86.5 253 96.0 L/2 

F-1 4,270 114 207 78.1 L/2 

F-2 4,270 113 200 74.6 L/2 

図-6 実験終了後の供試体の様子 
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(b) 強軸回り回転自由 

図-5 荷重－軸方向変位関係（実験結果）

(a) 弱軸回り回転自由 
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 表-3と図-6から，破壊断面の位置を見ると，有効座屈

長が長いものは L/2 点で破壊しているのに対し，有効座

屈長が短くなると，必ずしも L/2 点とはならず，実験後

に破壊断面が目視では確認できないものもある．破壊形

式は，すべての供試体で，座屈後変形が大きくなった箇

所において曲げ応力による破壊と推定される．また，A-

1 は中立軸調整治具の中で破壊しているが，供試体の観

察から局部座屈での破壊形態であったと推察する． 

 図-7 に実験で得られた圧縮強度𝜎୫ୟ୶を材料の圧縮強

度𝜎௖で除した𝜎୫ୟ୶/𝜎௖のまとめを示しており，図-7(a)は，

圧縮強度と細長比の関係を，図-7(b)は，圧縮強度と有効

座屈長𝐿との関係を示している．各供試体の断面 2 次モ

ーメントは，表-2 で示した D1と D2の平均値 Daveと T1

と T2 の平均値 Taveを用いて，等辺山形材として計算し

た．図-7中には，全体座屈強度を示すオイラーの曲げ座

屈曲線を示しているが，計算に必要な弾性率は表-1の材

料圧縮試験の弾性率を，断面 2次モーメントには図-1に

示した公称断面寸法から求めたものを用いた．公称断面

寸法から求めた断面 2 次モーメントと，各供試体の Dave

と Taveから求めた断面 2 次モーメントの全供試体での平

均値との差は 1%以下であった．また，全体座屈強度と

材料の圧縮強度が等しくなる細長比は 58であった． 

 実験供試体の細長比は，表-3より，60から 220の範囲

である．図-7(a)の圧縮強度と細長比の関係を見ると，弱

軸回り回転自由の供試体では，細長比が 100以上の供試

体B-1，B-2，C-1，C-2で全体座屈曲線より強度が少し大

きく出ており，B の供試体では 27%，C の供試体では

58%大きくなっている．A-1 と A-2 では，全体座屈曲線

より強度が小さくなっており，平均で 45%小さかった．

全体座屈曲線より強度が大きくなっている原因について

は，特定はできていないが，回転軸と弱軸がずれていた

ことが可能性の一つとして考えられる．強軸回り回転自

由の供試体では，全てのケースで，全体座屈曲線（強軸

回りの断面 2次モーメントを考慮した柱の曲げ座屈強度）

より強度は小さくなっており，D，E，Fの供試体で，そ

れぞれ 68%，57%，48%小さくなっていた． 

 弱軸回り回転自由の供試体と強軸回り回転自由の供試

体を比較すると，同じ細長比では，強軸回り回転自由の

供試体の方が理論全体座屈強度（曲げ座屈）に対して強

度が低く出る傾向である．そこで，図-7(b)に示すように

有効座屈長を横軸に取り圧縮強度を整理すると，同じ有

効座屈長では，強軸回り回転自由の供試体は，弱軸回り

回転自由の供試体の圧縮強度に近くなっていることが明

らかとなった．また，実験中の観察から，強軸回り回転

自由の供試体で全体座屈が生じた場合，部材のねじれが

確認された． 

 等辺山形材の場合，図心とせん断中心が強軸上でずれ

ているため，弱軸回りの座屈は純粋な弱軸回りの曲げの

モードになるが，強軸回りの座屈は，強軸回りの曲げと

ねじれが連成した曲げねじれ座屈となる．曲げねじれ座

屈荷重𝑃ி்௖௥は以下の式で表すことができる 14)． 

𝑃ி்௖௥

ൌ
𝑃௑௖௥ ൅ 𝑃்௖௥ േ ටሺ𝑃௑௖௥ ൅ 𝑃்௖௥ሻଶ െ 4

𝐼஼
𝐼ை

𝑃௑௖௥𝑃்௖௥

2
𝐼஼
𝐼ை

(1)

ここで， 

 𝑃௑௖௥ : 𝜋ଶ𝐸ଵ𝐼௑/𝐿ଶ 

 𝑃்௖௥ : ሺ𝐺ଵଶ𝐽 ൅ 4𝜋ଶ𝐼௪/𝐿ଶሻ𝐴/𝐼ை 

 𝐼௑ : 強軸回りの断面二次モーメント 

 𝐼ை : せん断中心に関する断面二次極モーメント 

 𝐼஼ : 図心に関する断面二次極モーメント 

 𝐴 : 断面積 

 𝐽 : ねじり定数 

 𝐼௪ : そりねじり定数 

 𝐸ଵ : 軸方向圧縮弾性率（表-1） 

 𝐺ଵଶ : 面内せん断弾性率（表-1） 

 式(1)で計算できる曲げねじれ座屈荷重のうち小さい

方の荷重を断面積で除した曲げねじれ座屈強度を図-7(b)

に赤の破線で示す．この曲げねじれ座屈強度と，強軸回
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(a) 圧縮強度と細長比の関係 

図-7 実験で得られた圧縮強度のまとめ 

(b) 圧縮強度と有効座屈長との関係
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り回転自由の実験結果と比較すると，供試体 D，E，F

で，誤差がそれぞれ 1%，17%，9%となり，強軸回り回

転自由の実験結果は，式(1)により圧縮強度を推定でき

ることが明らかとなった．  

 以上の検討から，本研究で対象としたハイブリッド

FRP 山形材の場合，弱軸回り回転自由の条件で全体座屈

が生じた場合は，弱軸回りの曲げ座屈強度から推定でき

るが，強軸回り回転自由の条件では，ねじれを考慮した

曲げねじれ座屈により座屈強度を推定する必要があるこ

とが明らかとなった．これは，今回使用したFRPでは，

軸方向の弾性率に対してせん断弾性率が低いことに起因

している． 

 

 

4. 圧縮耐荷力解析 
 

 初期変形の影響および材料特性のばらつきを考慮し，

強軸回り回転自由および弱軸回り回転自由の供試体の座

屈モード，局部座屈の性状，局部座屈と全体座屈の連成

などを詳細に把握するために，本章では，ハイブリッド

FRP山形材の圧縮強度を数値解析的に検討する． 

 

(1) 解析条件 

a) 解析モデル 

 本研究では，汎用有限要素解析ソフトウェア Abaqus 

6.1415)を用いて，ハイブリッド FRP 山形材のモデル化を

行い，有限要素解析を行うことにより，圧縮耐荷力性状

を明らかにする．解析モデルでは，4 節点低減積分シェ

ル要素 S4R を使用し，メッシュサイズは 10mm×10mm

とした． 

 部材端部では 3.の圧縮耐荷力実験と同様に，弱軸およ

び強軸回転のみ可能な境界条件を設定した．この境界条

件を再現するためにFRP引抜成形材の両端に，シェル要

素を用いて作成した 93mm四方厚さ 10mmの剛なプレー

トを取り付け，プレートの材料特性は線形弾性とし，弾

性率には 20,000GPa を使用した．剛プレートおよびその

設置位置を図-8に示す．図-8(b)の黒線上の節点とFRP山

形材の端部の節点を共有し，図-8(b)の赤線（弱軸回り回

転可能）または青線（強軸回り回転可能）上の節点に境

界条件を与える．それらの節点では，下端のプレートに

おいて，x軸，y軸，z軸の方向への変位を拘束し，上端

のプレートにおいては x 軸，z 軸方向の変位を拘束し，

さらに y軸方向（鉛直方向）の強制変位を与えた．解析

では，幾何学的非線形を考慮した． 

b) 材料特性 

 2.で記載した材料試験では，引張または圧縮試験にお

いて，応力が引張または圧縮強度に達するまで，応力－

ひずみ関係はほぼ線形性を保っており，その後急激に荷

重が低下する挙動を示した．したがって，本研究の解析

では，線形弾性材料を仮定する．表-4に解析に使用した

材料定数を示す．部材軸方向の弾性率は，材料圧縮試験

により得られた弾性率を採用した．後述するが，𝐸ଵと

𝐺ଵଶは解析においてばらつきを考慮するため，表-4 に示

す𝐸ଵと𝐺ଵଶは平均値である． 

 本解析は，線形弾性解析であるため，圧縮応力が材料

の圧縮強度に達したのちでも解析は継続する．したがっ

て，解析終了後，要素の応力を確認し，最大荷重に達す

るまでに，軸方向応力が圧縮強度に達していれば，その

点の荷重を圧縮耐荷力と定義した． 

 表-1からも明らかなように，材料定数はばらつきを有

しており，部材の耐荷力曲線を設定する場合には，この

ばらつきを考慮する必要がある．そこで，本研究では，

圧縮耐荷力特性に大きく影響を与える軸方向弾性率𝐸ଵ，

面内せん断弾性率𝐺ଵଶ，および軸方向材料圧縮強度𝜎௖の

み，解析においてばらつきを考慮する．具体的には，軸

方向弾性率，面内せん断弾性率と軸方向材料圧縮強度は，

表-1に示す平均値と変動係数を有する正規分布に従う独

立な確率変数と仮定し，解析モデル作成の際に，ランダ

ムにそれらの値を設定し，解析入力条件を決定する． 

(a) 剛プレート設置箇所

(b) 剛プレートの平面図

図-8 上下端の剛プレート 

表-4 解析に使用した材料定数 

𝐸ଵ 
(GPa) 

𝐸ଶ 
(GPa) 

𝜈ଵଶ 
𝐺ଵଶ 

(GPa) 
𝐺ଵଷ 

(GPa) 
𝐺ଶଷ 

(GPa) 

160.0 17.60 0.35 6.299 4.453 4.453 

※1 1：部材軸方向，2：部材軸直角方向，3：板厚方向 

※2 E：弾性率，ν：ポアソン比，G：せん断弾性率 
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c) 初期変形 

 柱の圧縮耐荷力に影響を与える初期不整の一つに初期

変形が挙げられる．本解析においては，初期たわみ（部

材の曲がり）と初期ねじれ（断面の部材軸周りの回転）

を考慮し，解析モデルに導入する． 

 モデルの座標軸は図-8に示すように設定しており，部

材軸方向が y軸で，部材断面は xz平面上に存在する．部

材の曲がりは，部材中央（y = L/2）で最大値𝛿୫ୟ୶をとる

正弦波の半波と仮定し，式(2)に示される関数𝛿ሺ𝑦ሻで表

されるものとする．ここで，Lは部材長である． 

𝛿ሺ𝑦ሻ ൌ 𝛿୫ୟ୶sin
𝜋𝑦
𝐿

 (2)

この𝛿ሺ𝑦ሻを高さ yの断面における節点の移動量とし，図

-9に示すように弱軸回りの回転が許容されているモデル

は弱軸と直交方向，強軸回りの回転が許容されているモ

デルは強軸と直交方向に節点を移動することで，部材の

曲がりを考慮した．図-9に示す方向を正の方向とした． 

 初期ねじれについても，ねじれにより節点移動量が正

弦波の半波と仮定し，部材中央（y = L/2）で最大値𝐻୫ୟ୶

を取る式(3)に示される関数H(y)を導入する． 

𝐻ሺ𝑦ሻ ൌ 𝐻୫ୟ୶sin
𝜋𝑦
𝐿

 (3)

この H(y)を，図-9に示すように高さ yの断面における断

面の端部の節点の移動量とする．この際，x 軸に平行な

面は z方向にのみ，z軸に平行な面はx軸方向にのみ移動

するものとしている．このように節点を移動させた場合，

正確には辺の長さが増加するが，今回はねじれ角が十分

小さく，辺長が増加する影響は小さい． 

 初期たわみによる部材中央でのたわみ量である𝛿୫ୟ୶

と，初期ねじれによる部材中央の端部の節点の移動量で

ある𝐻୫ୟ୶は，ばらつきを有する独立な確率変数ととら

え，解析モデル作成の際に，ランダムにそれらの値を設

定し，解析モデルの節点位置を決定した．𝛿୫ୟ୶と𝐻୫ୟ୶

は，正規分布に従う確率変数と仮定し，その平均値は，

本材料の製造メーカーで計測されたデータに基づき，

 𝛿୫ୟ୶.ୟ୴ୣ ൌ 𝐻୫ୟ୶.ୟ୴ୣ ൌ 𝐿/1000とした．しかし，ばらつ

きについてはデータが得られなかったため，𝛿୫ୟ୶と

𝐻୫ୟ୶の変動係数は共に 0.1と仮定した． 

d) 解析ケース 

 弱軸回り回転自由および強軸回り回転自由の境界条件

のそれぞれで，部材長は 1m，1.5m，2m，2.5m，3m，

3.5m，4mとし，上述したように，𝐸ଵ，𝐺ଵଶ，𝜎௖，𝛿୫ୟ୶，

図-9 高さ y断面の初期変形による節点移動 

𝐻ሺ𝑦ሻ 

(a) 弱軸回り回転自由の初期たわみ 

(b) 強軸回り回転自由の初期たわみ 

(c) 初期ねじれ 

𝐻ሺ𝑦ሻ 

𝛿ሺ𝑦ሻ 

𝛿ሺ𝑦ሻ 

𝛿ሺ𝑦ሻ 

𝛿ሺ𝑦ሻ 

𝛿ሺ𝑦ሻ 

𝛿ሺ𝑦ሻ 

表-5 各確率変数の解析モデルでの最大値・最小値 

 L 
(m)

Max/ 
Min 

𝐸ଵ 
(GPa) 

𝐺ଵଶ 
(GPa) 

𝜎ୡ 
(MPa) 

𝛿୫ୟ୶ 
(mm) 

𝐻୫ୟ୶

(mm) 

弱

軸

1 
Max 172.0 6.471 505.5 1.18 1.26 

Min 143.2 6.057 445.6 0.85 0.90 

1.5 
Max 172.2 6.512 491.7 1.76 1.72 

Min 149.9 6.062 434.2 0.99 1.09 

2 
Max 168.4 6.574 487.9 2.36 2.17 

Min 138.9 6.014 436.7 1.59 1.69 

2.5 
Max 176.2 6.626 492.7 2.82 2.96 

Min 142.1 6.065 442.0 1.99 2.15 

3 
Max 172.0 6.483 499.0 3.54 3.92 

Min 150.4 6.145 437.6 2.48 2.46 

3.5 
Max 173.3 6.460 521.8 3.99 4.38 

Min 148.0 6.046 440.1 2.79 2.65 

4 
Max 167.5 6.534 502.5 4.41 4.93 

Min 147.6 6.216 417.5 3.28 3.57 

強

軸

1 
Max 169.9 6.601 520.9 1.13 1.18 

Min 147.6 6.102 429.6 0.84 0.85 

1.5 
Max 175.0 6.612 493.5 1.71 1.79 

Min 151.0 6.073 429.8 1.17 1.15 

2 
Max 171.7 6.424 510.3 2.44 2.49 

Min 147.4 5.981 441.4 1.71 1.48 

2.5 
Max 170.7 6.551 505.1 2.96 3.17 

Min 148.4 6.055 438.3 1.87 2.11 

3 
Max 174.0 6.495 497.4 3.42 3.80 

Min 149.9 6.085 433.0 2.58 2.62 

3.5 
Max 170.0 6.537 493.4 3.99 4.23 

Min 144.8 6.128 430.7 2.90 2.47 

4 
Max 167.0 6.481 485.3 4.38 4.69 

Min 145.6 5.988 437.0 3.42 3.42 
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𝐻୫ୟ୶は確率変数と仮定しているので，境界条件と部材

長の組合せの解析ケースごとに，それらの確率変数をラ

ンダムに設定した 20 モデルを作成した．各解析ケース

において使用したそれぞれの確率変数の最大値，最小値

を表-5に示す．また，解析では，部材長とヒンジからヒ

ンジまでの有効座屈長は同じとなる． 

 

(2) 解析結果および考察 

 図-10 に解析で得られた荷重－軸方向変位関係を各長

さにつき 1 モデルずつ示す．また，図-11 にすべての解

析から得られた圧縮強度𝜎୫ୟ୶/𝜎௖を示す．圧縮強度は，

解析で得られた最大荷重，または最大荷重までにある要

素が材料の圧縮強度に達した場合は，その時点の荷重を，

断面積で除したもの𝜎୫ୟ୶であり，図では材料の圧縮強

度𝜎௖で無次元化したものを示している．また，表-6に各

解析ケース 20 モデルから得られた圧縮強度の平均値と

変動係数を示す． 

 全体座屈と局部座屈の座屈曲線の両方を示すため図-

11の横軸は，細長比ではなく，部材長としている．3辺

が単純支持，1 辺が自由端の板の局部座屈に対する座屈

応力を式(4)6)に示す． 

𝜎௖௥ ൌ
𝜋ଶ

𝑡𝑏ଶ ቊ𝐷ଵଵ ൬
𝑏
𝑎

൰
ଶ

൅
12
𝜋ଶ 𝐷଺଺ቋ (4)

ここで， 

𝐷ଵଵ ൌ
𝐸ଵ𝑡ଷ

12ሺ1 െ 𝜈ଵଶ𝜈ଶଵሻ
 

𝐷଺଺ ൌ
𝐺ଵଶ𝑡ଷ

12
 

 𝑡 : 板厚 

 𝑎 : 板の長さ（=部材長𝐿） 

 𝑏 : 板の幅（=100mm – 14 mm = 86 mm） 

式(4)より，アスペクト比（𝑎/𝑏）が十分に大きい領域，

つまり幅 bに対して長さ aが大きい領域については第 2

項の影響が支配的となることがわかる．また，第 2項は

面内せん断弾性率𝐺ଵଶに比例する． 

 図-11には，全体座屈強度の理論値を実線で，3辺単純

支持，1 辺自由の板の局部座屈強度の理論値（式(4)）を

破線で，載荷辺の 2辺固定，非載荷辺の 1辺単純支持，

1 辺自由の板の局部座屈強度の理論値を点線で示してい

る．載荷辺の 2 辺固定，非載荷辺の 1 辺単純支持，1 辺

自由の板の局部座屈強度は，式(4)において，長さ aを半

分にしたものとなる．全体座屈強度については，弱軸回

り回転自由に対して弱軸回りの曲げ座屈強度，強軸回り

回転自由に対して式(1)から求められる曲げねじれ座屈

強度を示した． 

 図-11(a)に弱軸回り回転自由の境界条件を用いた解析

結果（各長さにつき 20 モデル）を△で示し，合わせて

実験結果を◆で示す．図-11(b)には，強軸回り回転自由

の境界条件を用いた解析結果（各長さにつき 20 モデル）

を○で示し，実験結果を■で示す．図-11(c)には，各長

さ 20 モデルの解析結果の平均値を弱軸回り回転自由の

場合△で，強軸回り回転自由の場合○で表しており，±

標準偏差をエラーバーで示している．実験結果において，

局部座屈を示した供試体 A などは，有効座屈長𝐿で整理

しないで，供試体長さ𝐿ᇱまたは供試体長さから中立軸調

整治具で拘束されている長さを引いた長さで整理した方

が現象の理解に役立つかもしれないが，ここでは他との

統一のため，実験結果はすべて有効座屈長𝐿で整理して

いる． 

 弱軸回り回転自由の結果では，全体座屈が支配的な領

域（部材長 2.5m 以上）では，弱軸回りの全体座屈曲線

から約 10%程度低い圧縮強度となっているが，全体座屈

曲線に沿った解析結果となっており，20 モデルの間の

ばらつきも小さい．全体座屈と局部座屈の遷移領域では

20 モデルの間のばらつきが大きくなっており，これは，

破壊モードが常に一致しておらず，そのモデルの材料定

数および初期変形の値によって，全体座屈か局部座屈の

(a) 弱軸回り回転自由境界条件 

(b) 強軸回り回転自由境界条件 

図-10 荷重－軸方向変位関係の例 
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どちらかになっていることに原因がある．図-11(a)で，

部材長1.5mの場合には，解析結果に2つのグループが見

られるが，上側のグループは，最終的に弱軸回りの全体

座屈モードとなったもの，下側のグループは，局部座屈

モードとなったものである．部材長 1m の場合は，局部

座屈が支配的であり，平均値で見ると，3 辺単純支持，

1 辺自由の局部座屈強度より約 10%高い結果であった．

また，弱軸回り回転自由のすべてのケースで，最大荷重

より前に，要素の一部が材料の圧縮強度に至るモデルは

なかった． 

 強軸回り回転自由の結果では，全体座屈が支配的な領

域において，実験結果と同様，強軸回り曲げねじれ座屈

強度に沿った結果となっている．解析結果からも，強軸

回り回転自由の場合は，強軸回りの曲げとねじれが連成

した曲げねじれ座屈モードとなっていることが確認でき

た．図-12に部材長4mの場合の，弱軸回り回転自由と強

軸回り回転自由の解析ケースで 20 モデルのうち 1 例に

ついて，最大荷重が得られた時点での変形モードを示す．

弱軸回り回転自由の場合は強軸方向への曲げ変形が，強

軸回り回転自由の場合は弱軸方向への曲げ変形が出てい

るが，強軸回り回転自由の場合は，さらに断面がねじれ

ていることがわかる．全体座屈におけるねじれの状況を

明らかにするために，図-13に部材長4mの場合の中央断

面（高さ 2m）における水平面内変位（20 モデルのうち

の 1 モデル）を示す．図-13 には，初期の断面，最大荷

重時の断面，座屈後で軸方向変位が 20mm（弱軸回り回

転自由）または 10mm（強軸回り回転自由）の時の断面

を示している．弱軸回り回転自由の場合では，断面は回

転せず，強軸方向にたわみが増加していく傾向が見られ

るが，強軸回り回転自由の場合では，弱軸方向にたわみ

が増加していくが，同時に断面も回転し，部材がねじれ

ている様子が明らかである．座屈モードとしては，部材

長 1m と 1.5m のケースはすべて局部座屈を示し，2m 以

上のケースでは，上記のような曲げねじれ座屈モードを

示す全体座屈であった．また，図-13 には，供試体 C-1

の軸方向変位が 20mm時の重心位置と供試体 F-2 の軸方

向変位が 10mm時の重心位置も示している．解析では，

有効座屈長4m，実験では4.27mと多少長さが異なったも

のの比較となるが，解析の断面重心の変位は，実験の傾

向をよく捉えられていることが明らかである． 

 強軸回り回転自由の場合の圧縮強度は，全体座屈が支

配的な領域では，同じ長さの弱軸回り回転自由の場合の

圧縮強度に比べて，平均値で 50～130%大きい結果であ

った．全体座屈から局部座屈への遷移領域と，局部座屈

が支配的な領域では，弱軸回り回転自由の圧縮強度との

差が小さくなり，平均値で見ると弱軸回り回転自由の圧

縮強度より 12%～26%大きい結果となった．局部座屈が

支配的な領域でも差が出た理由については，全体座屈と

(a) 弱軸回り回転自由境界条件 

(b) 強軸回り回転自由境界条件 

(c) 解析結果のまとめ 

図-11 解析で得られたFRP山形材の圧縮強度のまとめ
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表-6 解析で得られたFRP山形材の圧縮強度のまとめ 

L (m)
弱軸回り回転自由 強軸回り回転自由 

平均 (MPa) 変動係数 平均 (MPa) 変動係数 

1 211.3 0.025 239.6 0.030 

1.5 178.8 0.100 200.9 0.020 

2 128.8 0.079 162.6 0.018 

2.5 86.6 0.045 127.9 0.018 

3 60.1 0.037 105.0 0.027 

3.5 45.1 0.038 89.5 0.028 

4 34.1 0.037 77.8 0.024 
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の連成の影響が考えられる．また，強軸回り回転自由の

部材長 1m，1.5m，2m のすべてのモデルで，最大荷重が

得られる少し手前で，部材端部において一部の要素が材

料の圧縮強度に達していたため，その時点の荷重で圧縮

強度を計算している．2.5m以上のモデルでは，最大荷重

までに材料の圧縮強度に達するモデルはなかった．本解

析では，一部の要素が材料の圧縮強度に達した時の荷重

を圧縮耐荷力と定義したが，実験結果でその妥当性は判

断できていない．一部の要素が材料の圧縮強度に達した

解析モデルで，その時の荷重と，その後の最大荷重と比

較すると最大で 15%程度の差があった． 

 今後，初期変形のばらつきについて，正確なデータを

収集して，初期変形の影響を精度よく評価する必要があ

る．また，局部座屈強度に着目した実験を行うことによ

り，式(4)の精度を確認する必要がある．現時点では，

対象とするハイブリッドFRP山形材が圧縮荷重を受ける

場合，弱軸回りの全体座屈曲線と 3 辺単純支持，1 辺自

由の局部座屈強度をもとにして，安全率を考慮すれば，

設計で使用できる耐荷力曲線を作成できる可能性が明ら

かとなった． 

 

 

5. 結論 
 
 本研究では，腐食した鋼橋の補修補強における取替部

材または補強部材として開発したハイブリッドFRP引抜

成形山形材の圧縮耐荷力特性を明らかにすることを目的

として，ハイブリッドFRP山形材の圧縮耐荷力実験およ

び有限要素法による圧縮耐荷力解析を実施し，弱軸回り

の回転自由または強軸回りの回転自由の境界条件のもと，

局部座屈および全体座屈性状を把握し，短柱領域から長

柱領域までの圧縮耐荷力の基礎データを取得した．以下

に本研究で得られた結論を示す． 

(1) 圧縮耐荷力実験から，全体座屈が支配的な領域で

は，弱軸回り回転自由の条件では，弱軸回りの曲

げが生じる全体座屈が生じ，強軸回り回転自由の

条件では，強軸回りの曲げとねじれが連成する曲

げねじれ座屈が生じることが確認できた．したが

って，強軸回り回転自由の条件で得られた全体座

屈強度は，純粋な強軸回りの曲げが生じると仮定

した座屈強度よりも大幅に小さくなり，曲げねじ

れ座屈強度に近い結果となった． 

(2) 圧縮耐荷力解析結果から，弱軸回り回転自由のケ
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図-13 部材長 4mの中央断面の面内変位の例 

(a) 弱軸回り回転自由 

(b) 強軸回り回転自由 

強軸

強軸 

弱軸

弱軸 

初期 

初期

最大 
荷重時 

最大 
荷重時 

載荷点でy方向

に10mm変位時

載荷点でy方向 
に20mm変位時 

(mm)
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(mm)

(mm)

（実験結果） 
載荷点でy方向に

10mm変位時の供試

体F-2の重心位置 

（実験結果） 
載荷点でy方向に

20mm変位時の供試

体C-1の重心位置 

図-12 部材長 4mの最大荷重時の変形モード例 

（コンター図は変位の絶対値，変形倍率 5倍） 

(a) 弱軸回り回転自由 (b) 強軸回り回転自由

(mm) (mm) 
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ースでは，長柱領域で全体座屈強度より平均値で

約 10%低い圧縮強度を示した．長さ 1m以上で局部

座屈が支配する短柱領域では，3 辺単純支持，1 辺

自由の理論局部座屈強度より，平均値で約 10%高

い圧縮強度となった． 

(3) 圧縮耐荷力解析において，強軸回り回転自由のケ

ースで得られた圧縮強度は，全体座屈が支配する

長柱領域では，強軸回りの曲げとねじれが連成し

た曲げねじれ座屈強度に近くなり，弱軸回り回転

自由の同じ長さのケースより，平均値でみると 50

～130%大きい結果であった．長さ1m以上で局部座

屈が支配する短柱領域では，弱軸回り回転自由の

同じ部材長の圧縮強度より 12%～26%大きい結果と

なった． 

(4) 実験および解析の結果から，対象としたハイブリ

ッド FRP 山形材が圧縮荷重を受ける場合，弱軸回

りの全体座屈曲線と，3辺単純支持および 1辺自由

の局部座屈強度をもとに，初期変形の影響を考慮

し安全率を設定すれば，設計で使用できる耐荷力

曲線を作成できる可能性が明らかとなった． 
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付録 中立軸調整治具 

 

 中立軸調整治具の諸元を付図-1 に示す．L 形ソケット

に供試体を挿入し，側面から挿入した M12 のボルトの

挿入長さを調整することにより，供試体の位置を調整し

固定することができる．ボルトと供試体の間には 3mm

厚の鋼板を使用している．ソケット内のスペース幅

40mm の中央に供試体を固定した際に，供試体の断面重

心（中立軸）と底板の中心が一致するよう，ソケット部

が底板に溶接されている．底板は，一軸ヒンジとボルト

で接合されている． 
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STUDY ON COMPRESSIVE STRENGTH  
OF PULTRUDED HYBRID FRP ANGLE SECTION 

 
Yasuo KITANE, Moriaki SUZUKI, Daiki TERAGUCHI, Takahiro MATSUI  

and Kazuo TATEISHI 
 

This study conducted compression tests and numerical analyses of pultruded hybrid FRP angle section 
which has been developed to be used for replacement member and reinforcement member for corroded 
steel bridges, in order to understand global and local buckling characteristics and to obtain compressive 
strength data. As a result, the angle section with a large slenderness ratio when the rotation around the 
strong axis is free shows a flexural-torsional buckling mode with a twisting of section, and compressive 
strength of flexural-torsional buckling is closer to the flexural buckling strength about the weak axis than 
that about the strong axis. Since the angle section with a small slenderness ratio is controlled by the local 
buckling, the compressive strength of the angle section in this study may be determined based on the local 
buckling strength and the global buckling strength about the weak axis.  
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